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経法４０１演習室 講義

該当

(1)授業の達成目標 授業で得られる「学位授与の方針」 ⇔ 【授業の達成目標】
経法20ｶﾘ

経済学または法学が積み上げてきた知識と思考に基づく判断を ・経済の基本法である独占禁止法（世界的には競争法と通称さ
基礎力として身につけ，それを発揮できる力を身につける。 れる。）の枠組みと考え方を理解し，独占禁止法が我が国の経

済，企業取引・企業法務，国民生活・市民生活にどのような影
響を与えているかについて説明できるようになる。

⇔

経法23ｶﾘ（2026改）･総合法律, 経法23ｶﾘ･総合法律

法学の専門領域の基礎能力として，リーガルマインドを備え， ・カルテルを代表的な例として、競争事業者間で価格等に関す
現代社会の諸問題を法的に解決していく上で必要な法学体系の る協議を行うことにより公正かつ自由な競争が阻害される機序
基礎専門知識を身につける。 や条件等について、経済的な経験則も踏まえた上で理解し、説

明できるようになる。

⇔

環境問題や，企業や行政の組織内において，日々生起する諸問 ・排除型私的独占のように競争事業者を排除したり、優越的地
題について，理工学分野や経済学分野の思考方法にも一定の理 位の濫用のように取引相手に不利益を与える行為が公正かつ自
解を持ち，総合的に解決していくことのできる能力を身につけ 由な競争に悪影響を与える機序や条件等について、経済的な経
る。 験則も踏まえたうえで理解し、説明できるようになる。

⇔

(2)授業で学べる
「テーマ」

キャリア

(3)全学横断特別
教育プログラム

(4)授業の概要 ・独占禁止法の基本的な考え方と重要な概念について，事例を基に概説を行った上で，同法の規制内容
について，公正取引委員会や企業側の対応を踏まえて概観し，我が国の経済等にいかなる影響を与えて
いるかについての理解を得ることを目的とする。また，競争法に関しては，基本的な考え方は世界的に
共通しているということができるものの，それがどのような形で法律上表現されているかは国によって
異なるところであり，我が国ではその対応関係がやや複雑であるといえるため，競争法の考え方と独占
禁止法の条文との関係も意識したものとする。必要な範囲で，海外の規制や事例についても紹介するこ
ととし，関連する法令として，下請法や景品表示法についても概要を説明する。

(5)授業計画 ・計画は変更する可能性があるが，概ね以下を予定している。なお，いずれについても，具体的事例を
基に，公正取引委員会や企業側の対応を踏まえ，多面的に捉えた内容とする。
１　競争法の考え方の全体像
２　独占禁止法とその執行の全体像
３　違反要件の構造
４　弊害要件①「一定の取引分野」（市場）
５　弊害要件②「競争の実質的制限」，「公正な競争を阻害するおそれ」
６　弊害要件③「正当な理由」
７　行為要件・規制①「不当な取引制限」（談合，カルテル）～概要，行為要件，弊害要件
８　行為要件・規制①「不当な取引制限」（談合，カルテル）～入札談合，課徴金
９　行為要件・規制②「私的独占」，規制③「不公正な取引方法」～概要，垂直的制限行為
１０　行為要件・規制②「私的独占」，規制③「不公正な取引方法」～他者排除行為（前半）
１１　行為要件・規制②「私的独占」，規制③「不公正な取引方法」～他者排除行為（後半），抱き合
わせ，優越的地位の濫用
１２　規制④「企業結合」
１３　執行（行政手続，行政訴訟，刑事手続，民事訴訟），国際事件，下請法，景品表示法
１４　事例紹介と復習
１５　事例紹介と復習、授業アンケート
期末試験

(6)成績評価の方
法

・期末試験による。第3講から第12講までと第14講，第15講を中心に，一般的な知識・理解を問う出題と
，具体的な事例の処理を問う出題とする。

(7)成績評価の基
準

・出題に対して独占禁止法の考え方を説明することができれば「水準にある」，独占禁止法の考え方を
より説得的に説明することができれば「やや上にある」，一般的な知識・理解と具体的な事例の処理を
分けて整理して説明することができれば「かなり上にある」，一般的な知識・理解と具体的な事例の処
理を分けて整理し，より説得的に説明することができれば「卓越している」。

(8)事前事後学習
の内容

・授業内で適宜指示する。

(9)履修上の注意 ・独占禁止法は，行政法をベースとしつつ，民事訴訟法・行政事件訴訟法の性質を有する部分や，刑法
・刑事訴訟法の性質を有する部分が含まれるため，これらを履修していると役に立つことがあるが，こ
れらを履修していないと理解ができないものではない。

(10)質問,相談へ
の対応

・随時受け付ける。

【教科書】 ・特に、教科書は指定しない。

【参考書】 ・授業内で適宜紹介する。


